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 教育委員会事務分掌 （平成２３年度） 

 
教育政策推進室 

１ 教育行政施策の企画及び事業の総合調整に関すること。 

 

総 務 部 

 総 務 課 

  庶 務 係 

１ 教育委員会の会議に関すること。 

２ 公印の管守に関すること。 

３ 文書に関すること。 

４ 事務局の事務の連絡調整に関すること。 

５ 広報及び広聴に関すること。 

６ 教育資料の収集及び刊行に関すること。 

７ 事務局の危機管理に関すること。 

８ 他の部、事務所、課、室及び係の主管に属しないこと。 

 

  経 理 係 

１ 予算及び決算に関すること。 

２ 収入及び支出に関すること。 

３ 物品に関すること。 

 

職 員 課 

職 員 係 

１ 事務局及び教育機関（横浜市立学校条例第３条に定める学校（以下「学校」という。）を 

除く。）の職員の人事並びに給与、勤務条件その他の労務に関すること。 

２ 事務局及び教育機関（学校を除く。）の職員の福利厚生及び衛生管理に関すること。 

３ 事務局及び教育機関（学校を除く。）の職員の研修に関すること。 

４ 条例、教育委員会規則及び規程等に関すること。 

５ 不服申立て、訴訟等の統括に関すること。 

６ 教育統計に関すること 

 

生涯学習文化財課 

生涯学習係 

１ 生涯学習に関する調査研究及び連絡調整に関すること。 

２ 生涯学習推進会議及び推進本部に関すること。 

３ 横浜市社会教育委員に関すること。 

４ 横浜市社会教育コーナーその他の社会教育施設に関すること。 

５ 社会教育主事その他の社会教育に係る専門的職員に関すること。 
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６ 生涯学習に関する情報の収集、提供及び相談に関すること。 

７ 学習機会の提供に関すること。 

８ 生涯学習の普及及び啓発に関すること。 

９ 生涯学習関係職員の研修に関すること。 

10 生涯学習の支援者の育成に関すること。 

11 生涯学習支援センターの運営支援に関すること。 

12 生涯学習機関との連携に関すること。 

13 学校施設の開放に関すること。 

14 コミュニティハウス(学校施設活用型)事業に関すること。 

15 学校と地域との連携に係る事業の総合調整に関すること。 

16 成人教育の企画及び実施に関すること。 

17 女性教育及び家庭教育に関すること。 

18 ＰＴＡ、女性団体その他の社会教育関係団体に関すること。 

19 青少年関係事務の連絡調整に関すること。 

20 他の係の主管に属しないこと。 

 

文化財係 

１ 文化財の調査、保存、管理その他文化財の保護等に関すること。 

２ 文化財に関する資料の収集及び刊行に関すること。 

３ 文化財施設に関すること。 

４ 財団法人横浜市ふるさと歴史財団に関すること。 

５ 横浜市文化財保護審議会に関すること。 

 

教職員人事部 

教職員人事課 

人事第一係 

１ 義務教育諸学校の学級編制に関すること。 

２ 学校における教育職員、事務職員及び学校栄養職員 (以下「教職員」という。)の任免、 

宣誓、分限、懲戒、服務その他の人事に関すること。 

３ 教職員の定数及び配置に関すること。 

４ 教職員の人事に係る総合調整に関すること。 

５ 教職員人事制度の企画及び立案に関すること。 

６ 部内他の課及び係の主管に属しないこと。 

 

人事第二係 

１ 学校用務員及び学校給食調理員（以下「市費負担職員」という。）の任免、宣誓、分限、 

懲戒、服務その他の人事に関すること。 

２ 学校用務員及び学校給食調理員の嘱託員及びアルバイト並びに学校管理員及びそのアル 

バイトの任免、給与、配置、服務その他の人事の総合調整に関すること。 

３ 市費負担職員の定数及び配置に関すること。 
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４ 市費負担職員の人事に係る総合調整に関すること。 

５ 市費負担職員の人事制度に関すること。 

 

任 用 係 

１ 教職員の採用選考試験に関すること。 

２ 教職員の昇任候補者選考に関すること。 

３ 教職員の免許の総合調整に関すること。 

４ 教職員のうち、臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務その他の人事の 

総合調整に関すること。 

 

教職員育成課 

育 成 係 

１ 教職員及び市費負担職員（以下「教職員等」という。）並びに学校用務員及び学校給食調 

理員の嘱託員に係る研修の企画及び実施に関すること。 

２ 教職員等並びに学校用務員及び学校給食調理員の嘱託員の人材育成に関すること。 

３ 横浜市教育センター（以下「教育センター」という。）に関すること（指導部の主管に属 

するものを除く。）。 

 

教職員厚生課 

労 務 係 

１ 教職員等の給与その他給付に関すること。 

２ 教職員等の勤務条件に関すること。 

３ 教職員等が組織する職員団体に関すること。 

４ 他の係の主管に属しないこと。 

 

厚 生 係 

１ 教職員等の福利厚生に関すること。 

２ 教職員等の衛生管理に関すること。 

３ 教職員等の公務災害に関すること。 

４ 横浜市立学校教職員互助会に関すること。 

 

施 設 部 

学校計画課 

１ 学校の設置、廃止及び統合の計画、通学区域並びに大規模な住宅計画等の指導及び調整に 

関すること。 

２ 学校建物の整備に係る企画及び調整に関すること。 

３ 部内他の課の主管に属しないこと。 

教育施設課 

管 理 係 

１ 学校建物の管理に関すること。 
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２ 学校建物の目的外使用に関すること。 

３ 学校建物の整備に係る国庫補助及び起債等に関すること。 

４ 学校の施設備品の整備に関すること（整備係の主管に属するものを除く。）。 

５ 教育委員会が管理する建物（学校建物を除く。）の技術的助言に関すること。 

６ 他の係の主管に属しないこと。 

 

計画推進係 

１ 学校建物の整備及び営繕に関する計画推進に関すること。 

２ 学校建物等に係る調査統計に関すること。 

 

整 備 係 

１ 学校建物の整備に関すること。 

２ 新設学校の施設備品の整備に関すること。 

 

営 繕 係 

１ 学校建物の営繕に関すること(建築局で行う技術的事項に係る業務を除く。)。 

 

校 地 係 

１ 校地の確保及び管理に関すること。 

２ 校地の取得及び整備に係る国庫補助及び起債に関すること。 

３ 校地に係る土地収用に関すること。 

４ 校地の整備に関すること(建築局で行う技術的事項に係る業務を除く。)。 

 

指 導 部 

指導企画課 

指 導 係 

１ 小学校及び中学校の教育活動に係る企画及び実施に関すること。 

２ 学校評価に関すること。 

３ 教科等の研修に関すること。 

４ 姉妹都市等との教育交流事業に関すること。 

５ 横浜市国際学生会館入居者審査会に関すること。 

６ 教育の情報化に係る企画及び教職員の研修に関すること。 

７ 事務局及び教育機関におけるネットワーク環境整備及び関連機器の整備等に関すること。 

８ 横浜市視聴覚センター（以下「視聴覚センター」という。）に関すること。 

９ 学校体育の振興に関すること。 

10 学校体育に係る指導及び助言に関すること。 

11 学校体育に関する事業の計画及びその実施に関すること。 

12 学校体育関係団体に関すること。 

13 体験学習及び自然教室に関すること。 

14 横浜市少年自然の家の運営管理に関すること。 
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15 横浜市スポーツ振興審議会に関すること(学校体育に係ることに限る。)。 

16 教育センターに関すること（他の部及び室の主管に属するものを除く。）。 

17 部内他の課、室及び係の主管に属しないこと。 

 

指導主事室 

１ 教育課程の支援に関すること。 

２ 教科用図書その他の教材の取扱いに関すること。 

３ 横浜市教科書取扱審議会に関すること。 

４ 学校教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。 

５ 教育研究活動に係る指導及び助言に関すること。 

６ 授業改善の支援等に関すること。 

７ 教育センターに関すること（他の部及び課の主管に属するものを除く。）。 

 

高校教育課 

１ 高等学校の教育活動に係る企画及び実施に関すること。 

２ 高等学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

３ 高等学校の学習指導に係る指導及び助言に関すること。 

４ 奨学金に関すること。 

５ 高等学校授業料等に関すること。  

 

特別支援教育課 

１ 特別支援教育に係る企画及び実施に関すること。 

２ 特別支援学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

３ 特別支援教育に係る関係機関等との連絡調整に関すること。 

 

特別支援教育相談課 

１ 横浜市特別支援教育総合センター（以下「特別支援教育総合センター」という。）の運営 

管理に関すること（西部学校教育事務所教育総務課の主管に属するものを除く。）。 

２ 特別な支援を必要とする児童生徒等の教育相談及び指導に関すること。 

３ 特別な支援を必要とする児童生徒等の専門的相談及び学校支援に関すること。 

４ 特別な支援を必要とする児童生徒等の心理検査及び教育的判断並びに医学検診に関する 

こと。  

５ 就学指導及び就学指導委員会に関すること。  

６ 特別支援教育に係る研修及び研究に関すること。 

７ 特別支援教育に係る関係機関等との連絡調整に関すること（特別支援教育課の主管に属す 

るものを除く。）。 

 

人権教育・児童生徒課 

１ 人権教育に関すること。 

２ 児童生徒指導に係る指導及び助言に関すること。 
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３ 横浜市教育総合相談センター（以下「教育総合相談センター」という。）に関すること。 

 

健康教育課 

保 健 係 

１ 児童生徒の保健及び安全に関すること。 

２ 児童生徒の健康管理に関すること。 

３ 学校の環境衛生及び公害に関すること。 

４ 学校の衛生器材の整備に関すること。 

５ 学校保健及び安全関係機関との連絡に関すること。 

６ 横浜市学校保健審議会に関すること。 

７ 養護教諭及び学校保健担当教諭の専門研修に関すること。 

８ 他の係の主管に属しないこと。 

 

給 食 係 

１ 学校給食の指導及び給食物資の管理に関すること。 

２ 学校給食調理業務に関すること。 

３ 給食室の衛生管理に関すること。 

４ 給食備品の整備に関すること。 

５ 学校における食育に関すること。 

６ 財団法人横浜市学校給食会に関すること。 

７ 栄養教諭及び学校栄養職員の専門研修に関すること。 

 

東部学校教育事務所 

教育総務課 

庶 務 係 

１ 横浜市教育文化センター（以下「教育文化センター」という。）の施設及び設備の管理に 

関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

２ 横浜市教育文化ホールに関すること。 

３ 東部学校教育事務所の文書、予算及び決算に関すること。 

４ 別表に定める小学校及び中学校（以下「管轄小中学校」という。）における学校事務の支 

援に関すること。 

５ 学校教育事務所の連絡調整に関すること。 

６ 事務所内他の課、室及び係の主管に属しないこと。 

 

教職員係 

１ 管轄小中学校の学級編制に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属 

するものを除く。）。 

２ 管轄小中学校における教職員の任免、宣誓、分限、懲戒、服務その他の人事に関すること 

（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属するものを除く。）。 

３ 管轄小中学校の教職員の定数及び配置に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一 
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係の主管に属するものを除く。）。 

４ 管轄小中学校の教職員の免許に関すること。 

５ 管轄小中学校の教職員のうち、臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務、 

その他の人事に関すること（教職員人事部教職員人事課任用係の主管に属するものを除く。）。 

６ 教職員の人事記録の管理及び調整に関すること。 

 

学事支援第一課 

就 学 係 

１ 児童生徒の就学に関すること。 

２ 就学奨励に関すること。 

３ 私立学校等の助成に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

４ 横浜市就学奨励対策審議会に関すること。 

 

学事支援第一係 

１ 教材教具の整備に関すること（学事支援第二課学事支援第二係の主管に属するものを除く。 

次号及び第３号において同じ。）。 

２ 学校関係需用費予算の管理及び執行に関すること。 

３ 学校事務の審査改善に関すること。 

４ 他の係の主管に属しないこと。 

 

学事支援第二課 

学事支援第二係 

１ 教材教具の整備に関すること（学事支援第一課学事支援第一係の主管に属するものを除く。 

次号及び第３号において同じ。）。 

２ 学校関係需用費予算の管理及び執行に関すること。 

３ 学校事務の審査改善に関すること。 

４ 学校事務に係る研修及び共同実施に関すること。 

５ 学校事務の支援に係る総合調整に関すること。 

 

指導主事室 

１ 管轄小中学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

２ 管轄小中学校における教育課程、学習指導その他の学校教育に係る指導及び助言に関する 

こと。 

３ 管轄小中学校の個別支援学級及び通級指導教室の運営に係る指導及び助言に関すること。 

４ 管轄小中学校と区役所との総合調整に関すること。 

５ 管轄小中学校における人材育成に関すること（教職員人事部教職員育成課の主管に属する 

ものを除く。）。 
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西部学校教育事務所 

教育総務課 

庶 務 係 

１ 特別支援教育総合センターの施設及び設備の管理に関すること。 

２ 西部学校教育事務所の文書、予算及び決算に関すること。 

３ 管轄小中学校における学校事務の支援に関すること。 

４ 事務所内他の室及び係の主管に属しないこと。 

 

教職員係 

１ 管轄小中学校の学級編制に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属 

するものを除く。）。 

２ 管轄小中学校における教職員の任免、宣誓、分限、懲戒、服務その他の人事に関すること 

（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属するものを除く。）。 

３ 管轄小中学校の教職員の定数及び配置に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一 

係の主管に属するものを除く。）。 

４ 管轄小中学校の教職員の免許に関すること。 

５ 管轄小中学校の教職員のうち、臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務、 

その他の人事に関すること（教職員人事部教職員人事課任用係の主管に属するものを除く。）。 

６ 教職員の人事記録の管理及び調整に関すること。 

 

指導主事室 

１ 管轄小中学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

２ 管轄小中学校における教育課程、学習指導その他の学校教育に係る指導及び助言に関する 

こと。 

３ 管轄小中学校の個別支援学級及び通級指導教室の運営に係る指導及び助言に関すること。 

４ 管轄小中学校と区役所との総合調整に関すること。 

５ 管轄小中学校における人材育成に関すること（教職員人事部教職員育成課の主管に属する 

ものを除く。）。 

 

南部学校教育事務所 

教育総務課 

庶 務 係 

１ 南部学校教育事務所の文書、予算及び決算に関すること。 

２ 管轄小中学校における学校事務の支援に関すること。 

３ 事務所内他の室及び係の主管に属しないこと。 

 

教職員係 

１ 管轄小中学校の学級編制に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属 

するものを除く。）。 

２ 管轄小中学校における教職員の任免、宣誓、分限、懲戒、服務その他の人事に関すること 
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（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属するものを除く。）。 

３ 管轄小中学校の教職員の定数及び配置に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一 

係の主管に属するものを除く。）。 

４ 管轄小中学校の教職員の免許に関すること。 

５ 管轄小中学校の教職員のうち、臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務、 

その他の人事に関すること（教職員人事部教職員人事課任用係の主管に属するものを除く。）。 

６ 教職員の人事記録の管理及び調整に関すること。 

 

指導主事室 

１ 管轄小中学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

２ 管轄小中学校における教育課程、学習指導その他の学校教育に係る指導及び助言に関する 

こと。 

３ 管轄小中学校の個別支援学級及び通級指導教室の運営に係る指導及び助言に関すること。 

４ 管轄小中学校と区役所との総合調整に関すること。 

５ 管轄小中学校における人材育成に関すること（教職員人事部教職員育成課の主管に属する 

ものを除く。）。 

 

北部学校教育事務所 

教育総務課 

庶 務 係 

１ 北部学校教育事務所の文書、予算及び決算に関すること。 

２ 管轄小中学校における学校事務の支援に関すること。 

３ 事務所内他の室及び係の主管に属しないこと。 

 

教職員係 

１ 管轄小中学校の学級編制に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属 

するものを除く。）。 

２ 管轄小中学校における教職員の任免、宣誓、分限、懲戒、服務その他の人事に関すること 

（教職員人事部教職員人事課人事第一係の主管に属するものを除く。）。 

３ 管轄小中学校の教職員の定数及び配置に関すること（教職員人事部教職員人事課人事第一 

係の主管に属するものを除く。）。 

４ 管轄小中学校の教職員の免許に関すること。 

５ 管轄小中学校の教職員のうち、臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務、 

その他の人事に関すること（教職員人事部教職員人事課任用係の主管に属するものを除く。）。 

６ 教職員の人事記録の管理及び調整に関すること。 

 

指導主事室 

１ 管轄小中学校の経営に係る指導及び助言に関すること。 

２ 管轄小中学校における教育課程、学習指導その他の学校教育に係る指導及び助言に関する 

こと。 
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３ 管轄小中学校の個別支援学級及び通級指導教室の運営に係る指導及び助言に関すること。 

４ 管轄小中学校と区役所との総合調整に関すること。 

５ 管轄小中学校における人材育成に関すること（教職員人事部教職員育成課の主管に属する 

ものを除く。）。 

 

別表 

学校教育事務所 管轄する学校 

東部学校教育事務所 鶴見区、神奈川区、西区、中区、南区に所在する小学

校及び中学校。 

西部学校教育事務所 保土ケ谷区、旭区、泉区、瀬谷区に所在する小学校及

び中学校。 

南部学校教育事務所 港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区に所在する小

学校及び中学校。 

北部学校教育事務所 港北区、緑区、青葉区、都筑区に所在する小学校及び中

学校。 

 

図 書 館 

企画運営課 

庶 務 係 

１ 図書館の運営管理に関すること。 

２ 図書館の広聴に関すること。 

３ 図書館の統計に関すること。 

４ 図書館と関係機関との協力調整に関すること。 

５ 中央図書館の施設管理に関すること。 

６ 館内他の課、係の主管に属しないこと。 

 

企画調整係 

１ 図書館事業の企画立案及び総合調整に関すること。 

２ 図書館の将来構想・計画に関すること。 

３ 図書館情報システムに係る企画、運用及び維持管理に関すること。 

４ 図書館の広報に関すること。 

 

調査資料課 
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１ 中央図書館資料の選定・収集に関すること。 

２ 図書館資料の選定・収集に係る総合調整に関すること。 

３ 図書館資料の受入、整理、払出、保管及び評価に関すること。 

４ 図書館資料の書誌データの整備に関すること。 

５ 図書館資料の寄贈及び寄託に関すること。 

６ 中央図書館資料の利用相談・情報提供に関すること。 

７ 利用相談・情報提供に係る総合調整に関すること。 

 

サービス課 

１ 図書館の利用者サービス支援及び調整に関すること。 

２ 中央図書館資料の貸出し・利用に関すること。 

３ 中央図書館の団体貸出しに関すること。 

４ 移動図書館事業に関すること。 

５ 図書館資料の相互貸借に関すること。 
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1

平成23年4月現在

　　　　　　　　 区　分
学校種別

学校数

　　　　（校）

児童生徒数

　　　　（人）

学級数

　　　（学級）
備　考

小 学 校 344 190,242 6,684
その他分校１

（新井小学校桜坂分校）

中 学 校 147 79,462 2,528
その他分校１

（新井中学校桜坂分校）

高 等 学 校 9 8,128 217

特 別 支 援 学 校 12 1,445 420

合　　計 512 279,277 9,849 分校２

横浜市立学校数・児童生徒数及び学級数



2

予算額

（千円）

教　　育　　費 77,700,237

 1項 教　育　総　務　費 30,789,770

 2項 小　学　校　費 10,705,517

 3項 中　学　校　費 5,181,946

 4項 高　等　学　校　費 1,055,736

 5項 特　別　支　援　学　校　費 1,065,754

 6項 生　涯　学　習　費 2,712,278

 7項 学　校　保　健　体　育　費 6,866,316

 8項 教　育　施　設　整　備　費 19,322,920

77,700,237

（対前年　△0.3％）

平成２３年度教育費歳出予算額

 14款

 款　  　項

歳     出     合     計



3 

「横浜市教育振興基本計画」について  
 
 
 

「横浜市教育振興基本計画」は、平成 18年に策定した｢横浜教育ビジョン｣（おおむね 10年

間を展望し、横浜の目指すべき姿を描いた構想）の後期５か年にあたる平成 22 年度から平成

26年度までの教育施策や取組をまとめた教育の振興のための基本計画（教育基本法第 17条第

２項に定める計画）で、平成 23年１月に策定しました。 

 
 
 

「横浜教育ビジョン」が示す“横浜の子ども” ＊の実現を目指し、「５つの目標」と「取組姿勢」

に沿って、14の重点施策を進めていきます。  
 
目標１「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます        

（重点施策１）横浜らしい教育の推進 

（重点施策２）確かな学力の向上 

（重点施策３）豊かな心の育成 

（重点施策４）健やかな体の育成 

（重点施策５）特別なニーズに対応した教育の推進 

（重点施策６）魅力ある高校教育の推進 

目標２ 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します －尊敬される教師－ 

（重点施策７）優れた人材の確保 

（重点施策８）教師力の向上 

目標３ 学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します －信頼される学校－ 

（重点施策９）学校の組織力の向上 

（重点施策１０）適確・迅速・きめ細かな学校支援 

目標４ 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います 

（重点施策１１）家庭教育への支援 

（重点施策１２）地域と学校との連携 

目標５ 子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します 

（重点施策１３）教育環境の整備 

（重点施策１４）市民の学習活動の支援 

取組姿勢 教育行政は“現場主義”で保護者・市民の期待に応えます 

 
＊

 “横浜の子ども” 

「知」：確かな学力 「徳」：豊かな心 「体」：健やかな体  （３つの基本） 

「公」：公共心と社会参画意識 「開」：国際社会に寄与する開かれた心（２つの横浜らしさ） 

１ 「横浜市教育振興基本計画」の概要 

２ 施策の体系 



目標１ 「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます 

○横浜型小中一貫教育の推進（29百万円） 
・小中一貫教育推進ブロックにおける教育の充実 

全市 141ブロック（Ｈ22までに設置済） 

小中一貫教育校 2校（Ｈ22 設置済） 

推進ブロックにおける合同授業研究会の実施 

○９年間一貫した英語教育（1,104百万円） 
・英語指導助手（ＡＥＴ）の配置 

・小学校国際理解教室(外国人非常勤講師ＩＵＩ派遣) 

○豊かな体験を通した学習の推進（1百万円） 
・キャリア教育実践プロジェクト（小中一貫教育推進

ブロックのうち、4 ブロックにおいて 9 年間を通し

たキャリア教育を推進） 

目標２ 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します –尊敬される教師- 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年度 教育委員会 重点施策・事業 

 平成 23 年度は、「横浜教育ビジョン」の実現に向けた後期５か年計画である「横浜市教育振興基本計画」に基

づき、教育の質の向上に取り組んでまいります。 

 

重点施策２  確かな学力の向上 

重点施策３  豊かな心の育成 

 

重点施策１  横浜らしい教育の推進 

重点施策４  健やかな体の育成 

重点施策５ 特別なニーズに対応した教育の推進 

 

重点施策６  魅力ある高校教育の推進 

重点施策７  優れた人材の確保 重点施策８  教師力の向上 

○「横浜市子ども学力向上プログラム」に基づく学力

の向上（9百万円） 
・学力の向上に向けた支援システム（はまっ子学習ドリル、はま

っ子学習検定システム）の運用 

・「学力向上アクションプラン」作成支援（分析チャートの配付） 

・学力向上推進校の委嘱（35校） 

○言語力の育成（19百万円） 
・「言語活動サポートブック」増補版の出版と研修の充実 

・「はまっ子読書ノート」改訂と利用促進など 

○理科支援員の配置（51百万円） 
・小学校 5、6年生を対象に 120校配置予定 

○情報教育研修・研究事業（7百万円） 
・教職員を対象にコンピュータ研修実施など 

○児童支援体制強化事業（235百万円）【拡充】 
・いじめや暴力行為などの諸課題に対応するため児童

支援専任教諭を全小学校へ段階的に配置 

（70校⇒140校） 

○スクールソーシャルワーカー活用事業 

（38百万円）【新規】 
・各方面の学校教育事務所に 2 人配置し、学校内と学

校外の関係機関が連携して対応できるように支援 

○「中学生のための礼儀・作法読本」配付事業 

（3百万円） 
 

 

○健康体力つくり推進事業（2百万円） 
・「子どもの体力向上プログラム（仮称）」に基づく「体力

向上推進校」の設置など 

○市立学校食育推進事業（10百万円） 
・食育シンポジウム 2011 の開催、家庭向けの「食育だより」

の発行など 

・中学校における昼食のあり方検討・調査の実施 

○通級指導教室の整備（51 百万円） 
・左近山中、洋光台第一中 

○新治特別支援学校の移転整備（574百万円） 
・旧若葉台東小学校（旭区若葉台）へ移転 

○国際理解教育費（89百万円）【拡充】 
・帰国・外国人児童生徒に対する日本語教室の設置など

（集中教室 4校、講師派遣 週 12時間⇒15時間） 

 

 

○中高一貫教育校整備推進事業（69百万円） 
・中高一貫教育校の設置（Ｈ24南高等学校） 

○高校教育振興プログラム事業（6百万円） 
・第三者評価の実施、高大連携事業など 

○教員確保対策事業（16百万円）【拡充】 
・採用における取組の充実（福岡での一次試験を実施） 

○よこはま教師塾（27百万円） 
・小学校のみ（100人）⇒小中高特別支援学校（200人） 

・受講料 8万円（返還あり）⇒3万円（返還なし） 

・受講サイクル 4～3月⇒10 月～6月 

○教職員健康管理事業（67百万円）【拡充】 
・精神疾患の予防策充実のため学校訪問による出張カウン

セリングを実施 

（出張カウンセリング 40 校⇒100校） 

・非常勤講師の配置による復職者支援など 

○教職員研修事業（22百万円） 
・初任者宿泊研修の実施など 
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目標３ 学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します –信頼される学校- 

目標４ 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います 

目標５ 子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策９  学校の組織力の向上 重点施策１０ 適確・迅速・きめ細かな学校支援 

重点施策１１  家庭教育への支援 

重点施策１２  地域と学校との連携 

重点施策１３  教育環境の整備 

重点施策１４  市民の学習活動の支援 

～市立学校空調設備設置事業～ （463 百万円）（２月補正予算 2,900 百万円） 

◇全市立学校の普通教室の空調設備について、25 年度までの設置を目指します。 

◇22 年度 2 月補正予算で 23 年度に設置する 58 校分に着手し、23 年度予算では、24 年度に設置予定の 140 校分

の設計費などを計上しております。 

◇事業手法は、地元経済への寄与を考慮しながら、着手までの期間がより短い直接施工を基本とします。(一部ＰＦＩ手

法についても検討します。) 

 

 

○学校教育事務所運営費（169百万円） 

○よこはま学援隊事業（23百万円） 
・学校の安全管理のためのボランティア活動の支援、助成 

○教育支援隊事業（4百万円） 
・教員ＯＢや地域人材をボランティアとして登録・派遣 

○親の学び・家庭教育支援事業（9百万円）  ・家庭教育学級や親子ふれあい事業の開催支援など 

○学校運営協議会推進事業（11百万円） 

・保護者や地域住民が学校運営に参加し、特色ある教育活動を 

推進（30 校設置 Ｈ22までに 50校設置済） 

○学校・地域連携推進事業（17 百万円）【拡充】 
・学校と地域のパイプ役を担う地域コーディネーターを養成 

・地域ボランティア活動の支援 

・新たに一括してボランティア活動保険に加入 
 

○校務システムの導入（90 百万円）【新規】 
・全市立小学校に出欠管理や成績処理等を行うシステムを導入 

○市立学校空調設備設置事業（463百万円）【新規】 
・空調設備の設置へ向けた設計等を行う（140校） 

○学校の耐震補強工事（1,325百万円） 
年次計画に基づき学校施設の耐震化を進める 

（小・中・特 校舎 10校 、高 校舎 2校） 

→老朽化対策と併せて施設の長寿命化を進める 

○交通拠点での図書サービス機能強化事業 

（1百万円）【新規】 
・駅における図書館サービス機能・条件等の基礎調査を実施 

○小中学校整備事業（2,769百万円） 
学校の過大規模化や教室不足を解消し、教育環境の向上を

図る 

・新設校 美しが丘西小 

・増築校 品濃小、あかね台中プール 

○学校給食調理業務の民間委託の推進（3,728百万円） 
・Ｈ23 新規 10校（Ｈ22までの累計 125校） 

○世界遺産登録準備事業費（1百万円） 

・称名寺境内、朝夷奈切通を含む「武家の古都・鎌倉」

の世界遺産登録に向けた準備作業 

○地域交流室設置推進事業（13百万円） 
・学校と地域住民などとの連携、交流の場として設置 

（25校設置 Ｈ22までに 251 校設置済） 
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○スクールサポート事業（274百万円） 
・小中学校をサポートするための非常勤講師の配置（150校）、

アシスタントティーチャーの派遣（200校） 



6

（１）教育委員会費

（２）職員人件費
　

（３）スクールサポート事業費

（４）初任者研修事業費

（５）教員確保対策事業費《拡充》

（６）教職員互助会助成費

（７）教職員健康管理費《拡充》

（８）学校教育事務所運営費

（９）事務局運営費等

　教育委員（５人）の報酬及び費用弁償

　教職員及び事務局職員などの人件費
　・教育長 １人　・一般職  1,803人
　・教育職　711人　・再任用職員　291人

　２７３,８６６千円

　教員採用試験を実施し、教育に情熱を持つ優れた人材
を確保します。
 ・福岡での一次試験の実施
 ・大学説明会などの積極的な広報の実施

　教職員互助会へ助成します。

　初任者研修実施に伴う非常勤講師を配置します。

・小学校・中学校へのサポート（150人）
　学級運営が困難な学級への支援として非常勤講師を配
置します。
・アシスタントティーチャーの派遣（200人）

　市内４方面に設置した学校教育事務所において、学校運
営についての支援などを行います。
 ・学校教育事務所の運営
 ・授業改善支援センター（ハマ・アップ）の運営
 ・学校課題解決支援チームの運用

　教育政策推進費、統計調査費ほか
１２７,６５８千円

　２２,１４１千円

　２４,０９７,７７０千円

　２２８,７５３千円

　２０３,７５７千円

　１　教育委員会及び
　　　　事務局の運営

　１６９,４５５千円

・教職員など健康診断及び健康相談などの実施
・精神疾患の予防策充実のため、学校訪問による出張カウ
ンセリングの実施、復職者支援のための非常勤講師配置

　４６,０００千円

　１６,２０２千円



7

　２　学　校　の　運　営

（１） 学校運営振興費

・学校図書費
・教師用指導書
・学校行事用消耗品など、学校に配当される経費

（２） 教育用コンピュータ整備事業費

（３） 校務システム導入事業費《新規》

（４） 学校管理費等

ほか

（１）児童・生徒等健康診断費

（２）日本スポーツ振興センター費

（３）学校事故見舞金

（４）保健室登校子ども支援事業費

 ２-１  　学　校　の　運　営　・　管　理

       　　　５,８２０千円

　学校の維持管理に必要な経費
・光熱水費

・文具器材、学用器具

　各校のコンピュータ教室及び普通教室のコンピュータの更新整
備を実施します。

　学校の教育課程を推進するために、必要な教材や環境の整備
を行い、教育内容の充実を図ります。

６,３０４,５６３千円

・教材教具修繕費

１0,８２９,８０１千円

　子どもと向き合う時間を確保するため、校務システムを導入し、
校務処理の効率化を図ります。

７８４,２８９千円

９０,３００千円

２９２,３２１千円

２６８,５４９千円

学校での児童・生徒の事故等による災害について、見舞
金を支給します。

保健室登校の児童・生徒を抱える学校へ養護教諭有資
格者を派遣し、来室児童・生徒に対して相談活動を実施し
ます。

・学校医等に対する報酬

１２,９３８千円

学校での災害に対する給付を行うため、災害共済制度に
加入します。

 ２-２  　学　校　保　健

　定期健康診断、結核健診、心臓検診、就学時健康診断
などを実施します。
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（５）環境衛生検査費

（６）ＡＥＤ整備費

（７）感染症対策費

（８）むし歯予防事業費等

（１）子どもの体力向上推進事業費

（２）学校体育振興事業費

（３）体験学習等援助費支給事業費

（４）少年自然の家運営費 １４０,８０７千円
南伊豆、赤城の少年自然の家の運営管理委託及び当該

施設のある市町村との交流事業を実施します。

９１,４９１千円
・むし歯予防事業費
・要保護及び準要保護児童・生徒援助費　　ほか

学校でのインフルエンザ等感染症対策として、マスクの
配付等を行います。

１,０７５千円

８,８６３千円

１９,８５８千円
　小学校の体育、水泳、球技各大会及び中学校・高等学
校総合体育大会等を開催します。

 ２-３　  学　校　体　育

３２,１３１千円
・健康体力つくり推進事業費
　新体力テストを全校実施し、調査結果を反映させた体力
つくりの取り組みを推進します。
　また、体力向上推進拠点校と朝の学校施設を活用した体
力向上検討モデル校を統合し、体力向上プログラム（仮
称）に基づく体力向上推進校を設置します。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を市立学校全校に設置し
ます。

学校の環境衛生の維持を図るため、高架水槽水等の検
査を実施します。

１４,１５７千円

・中学校部活動支援事業費
中学校部活動へ指導者を派遣し、部活動の活性化を図

ります。

２８,９７６千円
小学校宿泊体験学習及び中学校自然教室に参加した

就学援助対象児童・生徒に援助費の支給を行います。
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（１）準要保護児童学校給食費
　 　準要保護児童に対する給食費を援助します。

（２）横浜市学校給食会運営補助金
　学校給食会の事業に必要な経費を補助します。

　

（３）学校給食調理業務民間委託事業費
　学校給食調理業務の民間委託を125校から135校へ
拡大し、学校給食の一層の充実を図ります。

（４）学校給食運営費
　 　学校給食を円滑に運営するため、給食指導・各種研修や

嘱託・アルバイト調理員の雇用及び衛生管理を行います。

（５）市立学校食育推進事業費
　食育のシンポジウム開催や食育に関する家庭向け冊子の
発行、中学校等における食育の支援を行います。
　また、中学校における昼食のあり方について検討調査します。

（６）学校栄養職員未配置校対策費
　栄養職員未配置校に栄養士アルバイトを配置し、教職員等
の業務負担の軽減を図ります。
　また、アレルギー対応等専門的知識のニーズに応えます。

（７）学校給食費管理事業費《新規》

（８）学校給食備品整備費等
・給食備品整備費
・給食設備保守管理費
・給食廃棄物等処理費
・定時制高校給食費

 ２-４  　学　校　給　食

　学校の私会計で処理を行ってきた学校給食費につい
て、平成２４年度からの公会計化に向けて、給食費の適正
な管理等のための、システム開発などを行います。

１３８,０００千円

１,０８８,９５６千円

２５,３９８千円

２０５,４３８千円

１３７,２９７千円

６１６,０９９千円

９,６５９千円

　３,７２８,４８３千円
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（１）９年間一貫した英語教育

（２）国際理解教育費《拡充》

（３）横浜英語村事業費

（４）『横浜の時間』推進事業

（５）環境教育推進事業費

（６）キャリア教育実践プロジェクト事業費 

　英語教育に必要な教材教具の充実や、小中学校全校への英語指
導助手（ＡＥＴ）の配置、小学校全校への国際理解教室外国人非常勤
講師（ＩＵＩ）の派遣など、小中学校９年間で一貫した英語教育を推進し
ます。

市立小学校の児童を対象に、英語を通して異文化を実践的に体験
する場を設定し、英語のコミュニケーション能力と、国際性を養いま
す。

教職員・児童生徒の環境保全に関わる意識向上のため、「こどもエコ
フォーラム」の開催や環境教育実践推進校での取り組みを行います。

　キャリア教育実践推進校を４方面の小中一貫教育推進ブロック別に
設置し、９年間を通したキャリア教育の推進を図ります。

３　学校教育の指導振興

７００千円
「総合的な学習の時間」を再構築した『横浜の時間』を全市立学校で

推進していくため、「横浜版学習指導要領 指導資料」に基づく補助
教材を作成します。

９３０千円

　５０６千円

１,１０３,９３１千円

　８９,４６７千円
日本語教室の設置や国際教室担当教員配置校の運営により、帰

国・外国人児童生徒への適切な教育的支援を実施します。
また、よこはま子ども国際平和プログラムの開催等により国際性豊か

な児童生徒を育成し、国際理解を推進します。

　１,８００千円
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（８）言語力育成事業費

（９）理科支援員配置事業費

（10）情報教育推進事業費 ２１１,３７９千円

（12）人権教育推進事業費

（13）児童・生徒指導推進費

（14）児童支援体制強化事業費《拡充》

　「言語活動サポートブック」増補版や「はまっ子読書ノート」の普及、
活用啓発を図り、言語力の育成を推進します。
　また、「読書活動活性化実践拠点校」を設置し、「読書活動の推進」
の成果を検証して小中学校に発信するとともに、学校における蔵書シ
ステムの整備を推進します。

（11）「中学生のための礼儀・作法読本」配付事業費

小学校５・６年生の「理科」の観察・実験等の体験的な学習の時間に
「理科支援員」を配置し、授業の充実や教員の指導力向上を図りま
す。

（７）よこはまの子ども学力向上事業費
「横浜市学力・学習状況調査」を基にした経年変化が見られる「分析
チャート」を作成、配付し、各学校の「学力向上アクションプラン」作成
を支援します。
　また、ネット上で展開できる「はまっ子学習ドリル・検定システム」を構
築し、活用充実を図ります。

小学校におけるいじめ、暴力行為等、諸課題への対応の中心的な
役割を担う「児童支援専任教諭」を配置します。

　公共心や規範意識、礼儀を大切にする態度などを育てるため、本市
で作成した「中学生のための礼儀・作法読本」を生徒に配付します。

　児童・生徒指導の強化のため、協議会の開催や研修を実施します。

同和教育、在日外国人教育等、人権教育事業を企画及び運営する
とともに、市立学校における人権教育推進のための指導等を行いま
す。

　・情報教育研修・研究事業
教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、コンピュータ研修を

行うとともに、効率的で安全な校務の情報化の方法やＩＣＴを活用した
効果的な授業手法等を研究・提供し、教育の情報化を推進します。
　・教育情報ネットワーク事業費等
　 　教育委員会と全市立学校を結ぶ横浜市教育情報ネットワーク
　の運営等を行います。

　９,３８５千円

　３,０００千円

　１４,９１０千円

１９,３８９千円

２３４,６６３千円

２１,２５６千円

５０,５６３千円
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（15）横浜市学力・学習状況調査事業費

（17）学校運営協議会推進事業費

（18）奨学費

（19）高校教育振興プログラム事業費 

（20）中高一貫教育校整備推進事業費

（21）就学奨励費

（22） 私立学校等補助金

（23）国際学生会館管理運営委託事業費等 ２４８,７８９千円
国際学生会館管理運営委託事業費、アメリカ・カナダ大学連合日本

研究センター支援事業費、横浜市立学校総合文化祭事業費ほか

　経済的理由により就学困難な児童・生徒の保護者に対して援助を行
います。

横浜市立中高一貫教育校の平成24年度開校に向けて、開設準備
担当を設置し、具体的な検討・整備を推進します。

学校運営協議会を設置し、保護者や地域住民のニーズを学校運営
に反映させるとともに、学校・家庭・地域社会が一体となってより良い教
育の実現に取り組みます。

市立高校の教育活動に対する第三者評価の推進等、市立高校の特
色づくりを推進します。

　　１,９０１,４９１千円

　２５,４４４千円

８６,６８１千円

　１８,４４２千円

　７９,３０２千円

市立小中学校の児童・生徒の学習状況を把握することで、教科指導
の充実や教育施策に活かし、確かな学力の向上に資するため、「横浜
市学力・学習状況調査」を実施します。

７８,６２２千円

　私立学校及び外国人学校に対する、施設・設備の整備費助成及
び、私学団体が行う教職員の研究・研修事業等に対して助成を行いま
す。

　６,１８３千円

　高等学校奨学金の支給、定時制高等学校教科書の給付等を行いま
す。

（16）副読本配付事業費
　横浜の歴史や文化、自然などへの理解を深めるための副読本を、市
立小中学校の児童・生徒へ配付し、郷土「横浜」の一員としての自覚
の形成を図ります。

　１１,１４０千円
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（１） 教職員研究研修事業費

（２） 横浜版学習指導要領推進事業費

（３） 小中一貫教育推進事業費

（４） 教師力向上事業費

（５） 教育課程推進事業費

（６） 教育文化センター施設管理事業費
　教育文化センター施設管理費、教育文化ホール管理運営費

即戦力となる教員の確保・養成を図るため、本市教員志望者
を対象とした「よこはま教師塾」（200人程度）を運営します。

教育課程研究委員会などを開催し、教育課程についての実
践的研究を推進します。

小中一貫教育を推進するために中学校区を基本とする推進
ブロックを定め小中学校間の交流・連携を一層強化し、地域と
ともに市立学校教育の充実を図ります。

　小中一貫カリキュラムや『横浜の時間』など横浜らしい教育内
容・方法を明示し、今後の横浜の教育の目指すべき姿を描い
た「横浜版学習指導要領」の推進に向けた学校支援を行いま
す。

   　２７,１９１千円

   　２９,４１５千円

横浜型初任者育成研修や、10年次教員研修等の経験年数
に応じた研修、校長・副校長を対象とした管理職研修等、キャ
リアステージに応じた研修を実施します。
　また、教育内容及び方法に関する調査研究を行います。

　４　教職員の育成・
　　　教育センター運営

  　 ４,２０７千円

１９７,５２４千円

   ５９,５７４千円

   　３,８６９千円
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　５　特別支援教育の指導振興

（１）特別支援教育学習支援研究・開発事業費

（２）特別支援教育学校生活支援事業費

（３）特別支援学校就労支援事業費

（４）特別支援学校医療的ケア体制整備事業費

（５）特別支援教育相談指導事業費

（６）企画総務費等

　７８,０５８千円

　１５,２８７千円

　６３,０８９千円

　児童生徒一人ひとりのニーズに応じて、特別支援教育に
かかわる就学・教育相談を行います。

　１３,４９５千円

　４８,９２９千円

　企画総務費、特別支援教育行事費、センター総務費、臨
床指導医等派遣事業費ほか

　２,２３５千円

小・中学校に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒
等に対する校内支援の充実を図ります。

特別支援学校（肢体）5校に看護師を配置するとともに、医
師等で構成する運営協議会を設置し、医療的ケア実施体
制の整備を図ります。

高等特別支援学校及び高等部に在籍する生徒が企業就
労を通して自立・社会参加を図れるよう、実習職場の開拓や
就労定着のための職場訪問等を行います。

全校設置が完了した特別支援教室の運営・活用の中で、
特別な教育的支援を必要とする児童生徒の学習効果・学校
生活へのより良い適応を高める観点から、支援内容・方法の
研究開発を行います。
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　　６　教　育　相　談

（１）教育相談事業費
・教育相談事業費

・区教育相談事業費

・いじめ１１０番事業費

（２）スクールカウンセラー活用事業費

（３）不登校対策事業費
・ハートフルフレンド家庭訪問事業費

・不登校予防対策推進事業費

　

・横浜教育支援センター運営事業費

（４）スクールソーシャルワーカー活用事業費《新規》

　　６,５８７千円

　　　３０５千円

３７,８３２千円

２００,４６１千円

２５９,６０９千円

３８,４２６千円

２４２,２７９千円

不登校・友人関係・進路など教育に関する相談のほか、心
理・医療等の専門相談を実施します。また、様々な問題に悩
む教員等を対象に、スクールスーパーバイザーを派遣し、支
援を行います。

　 対人関係能力の醸成を目的とした２か所のハートフルス
ペース（適応指導教室）と、日々の生活習慣を身につける目
的の８か所のハートフルルーム（相談指導学級）を運営し、不
登校児童生徒の再登校を支援します。

　学校生活等における課題を抱える児童生徒の問題解決に
ついて、教育と福祉の視点から、校内対応体制づくりの支援
や関係機関との連携・調整を行うスクールソーシャルワーカー
を、各方面の学校教育事務所に配置します。

不登校の予防・対応策を示した教職員向けのハンドブックを
作成します。

また、「不登校児童生徒理解研修」「親の集い」を開催し、教
職員と保護者を支援します。

ひきこもりがちな児童生徒の家庭にハートフルフレンド（大学
生・大学院生）を派遣し、状態の緩和と保護者の不安の解消
を図ります。

　「いじめ」等に関する電話相談を２４時間体制で実施します。

各区の福祉保健センターにおいて、教育相談を実施するほ
か、教育相談員及び学校カウンセラーによる学校訪問相談を
行います。

　いじめ、不登校等の複雑・多様化する課題解決に資するた
め、市立中学校全校ほかへ、スクールカウンセラーを配置す
るとともに、一部小学校へ派遣します。

　５７,８２３千円
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（１）生涯学習総合支援事業費

（２）学校開放事業費

（４）「成人の日」を祝うつどい開催費

（５）ＰＴＡ振興費

（６）社会教育コーナー管理運営費

（８）よこはま学援隊事業費

（９）教育支援隊事業費

（10）社会教育推進事業費等 ６９,２８５千円

（７）親の学び・家庭教育支援事業費

１７,０１９千円

９,４１３千円

・社会教育推進事業費
・人権教育費
・区学校支援・連携担当事務費等

　市民の生涯学習を支援する場である社会教育コーナーを管理運
営します。

・学校開放（校庭・体育館、校庭夜間、プール、市民図書室、
音楽室等特別教室）の実施
・学校開放予約管理システムの運用

２４,７５８千円
　「成人の日」を迎えた市民を祝い、大人になることの自覚を促すた
めの記念行事を実施します。

８,９９３千円
・生涯学習推進会議の運営
・生涯学習関連部局への支援ほか

１０６,９１９千円

　保護者や地域と協働して児童・生徒の安全対策の推進を図りま
す。
　（H23 登録団体見込み数　364団体）

子どもの健全育成を目指し、保護者や地域住民が、子どもの発達
段階に応じた家庭教育の意義と役割を学習するための機会や情
報を提供します。

２３,２５０千円

４,２６１千円
　教員OBや地域人材の情報を収集・整理して、学校のニーズに合
わせてコーディネート・派遣します。

・学校と地域のパイプ役を担う地域コーディネーターを養成
・地域ボランティア活動の支援
・新たに一括してボランティア活動保険に加入

　ＰＴＡ組織の活性化を図るため、表彰・助成を行います。

　7　生涯学習の推進

（３）学校・地域連携推進事業費≪拡充≫

９９７千円

１１,４０８千円
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（１）文化財保護育成修理関係事業費 １１,８３４千円

（２）文化財調査研究事業費 １,４９５千円

（３）横浜市ふるさと歴史財団管理運営費 ９５,５７６千円

（４）博物館等指定管理事業費 ８０７,０７４千円

（５）世界遺産登録準備事業費 ８１４千円

１０,３６２千円

（７）埋蔵文化財（自然遺物）水洗・選別事業
１８,４７０千円

（８）文化財保護審議会費等 ４３,４６７千円

　旧川合玉堂別邸及び園庭緑地について、防災・保全対策を実
施します。

市内に存在する文化財の専門・学術的な調査を行い、文化
財保護施策の基礎資料とします。

　市が指定・登録した文化財や国指定重要文化財等を保護す
るための維持・管理や必要な修理等を行います。

　８　文化財の保護及び
　　　　　施設の管理運営

金沢八景文化財保護活用事業費、文化財保護審議会その
他事務費、金沢八景南地区急傾斜地崩壊対策工事費、旧川
合玉堂別邸保護活用事業費ほか

埋蔵文化財の調査、研究、整理や普及啓発事業及び史跡等
の管理運営を委託により行います。

横浜市歴史博物館、横浜開港資料館、横浜都市発展記念
館、横浜ユーラシア文化館及び横浜市三殿台考古館の管理
運営を指定管理者である（財）横浜市ふるさと歴史財団に委託
します。

（６）旧川合玉堂別邸及び園庭緑地整備事業費

保管資料のデータ化をはかるために、出土品の洗浄・選別・分
類等を実施します。

市内の国指定史跡「称名寺境内」及び「朝夷奈切通」を含む
「武家の古都・鎌倉」世界遺産登録について、神奈川県・横浜
市・鎌倉市・逗子市の４県市が共同推進し、登録実現を目指して
必要な準備作業を進めます。
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　９　図書館の運営

（１）図書館運営費

（２）調査資料事業費

（３）中央図書館利用者サービス事業費

（４）山内図書館指定管理事業費

（５）地域図書館司書補助業務委託事業費《新規》 ６５,５００千円

１,０００千円

（８）市立図書館創立９０周年記念事業費

（９）学校連携・地域連携事業費等
・学校連携・地域連携事業費
・図書取次サービス事業費
・市立図書館のあり方検討事業費

平成22年４月１日に山内図書館へ指定管理者制度を導入し
たことにより、平成27年３月31日まで山内図書館の管理運営を
指定管理者に委任します。

　都筑図書館及び戸塚図書館等の貸出・返却業務、及び図
書館物流処理について業務委託します。

　駅における図書館サービス機能・条件等の基礎調査を実施
します。

（６）交通拠点での図書サービス機能強化事業費《新規》

・図書館資料の収集・整理
・図書館資料を管理するための書誌データの作成等
・図書館利用者の調査研究活動の支援

２,２４０千円

１３,０００千円（７）地域図書館耐震補強・再整備事業費《新規》

７,７９０千円

　市立図書館創立９０周年にあたり、市民と歩んだ９０年を振り
返るとともに、社会情勢と市民ニーズの変化に対応し、市立図
書館がめざすものを市民へ提示します。

　港北図書館(地区センターとの複合施設）の耐震補強、老朽
設備の更新、バリアフリー工事へ向けた基本設計を行います。

１００,５０３千円

８５８,５４４千円

１７１,６１１千円

２３９,６９５千円

・中央図書館における資料の貸出・閲覧等のサービスの提供
・中央図書館の視聴覚サービスの提供

・中央図書館及び地域図書館の施設管理・運営、
広報、研修等
・図書館情報システムの運用、次期システム詳細設計
及び構築業務委託
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（１）小学校整備費
〔新設校〕　　　　　美しが丘西小学校
〔増築校〕　　　　　品濃小学校
〔その他整備〕　　不足教室対策　　　　 　ほか

（２）中学校整備費
〔増築校〕　　　　　あかね台中学校プール
〔その他整備〕　　不足教室対策　　　　 　ほか

（３）設計委託費

（４）横浜市建築保全公社保有校舎取得費

（５）中高一貫教育校整備推進事業費

（６）横浜総合高等学校再整備事業費

（７）「横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校

（８）横浜サイエンスフロンティア高校ＰＦＩ事業費

（９）減債基金積立金、学校計画事業等

   西金沢中学校増築の基本設計等を委託します。

   横浜市建築保全公社が保有する学校施設を購入します。
   (東山田中学校）

　横浜市立中高一貫教育校の平成24年度開校に向けて、
南高等学校の施設の改修設計及び工事を行います。

　１0　小中学校整備 ・
　　　　　　高等学校整備

２,１９９,８５９千円

５０２,１５６千円

  ６７,０００千円

  ７６１,０４８千円

６４,４７２千円

 ２,７４０千円

７４９,２１１千円

７８３,０４７千円

　横浜総合高等学校の平成25年度移転に向けて、旧大岡
高校の改修に係る実施設計を行います。

　新たな基本方針に基づき、更なる学校計画の推進、通学
区域の適正化や弾力化方策を進めるための基本調査等を
行います。

　　　規模に関する基本方針」推進事業費 《新規》

　ＰＦＩ事業契約に基づく、設計・建設、維持管理などのサー
ビス対価の支払いを行います。

 ５１,０５０千円
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　１1　学校用地の整備

（１）学校用地購入費

（２）校地整備費

（３）校地管理費

（１）新治特別支援学校移転整備事業費

（２）中村特別支援学校仮設教室賃借事業費

（３）個別支援学級設備費

（４）通級指導教室整備事業

４,５２４千円

  学校用地の整備・維持補修や屋外環境整備を実施します。
            　４８０,２０８千円

  学校用地を取得します。

　新治特別支援学校の過大規模化解消をめざし、旧若葉台
東小学校跡施設への移転のため、改修に必要な実施設計及
び工事を行います。

       　５０,８００千円

　１2　特別支援学校等の
　　　　　　    施設の整備

  設計、測量、緑地管理等の業務を委託により行います。
               ３８７,３２２千円

　中学校２校について、新たに整備を行います。

    　   ５７４,４１５千円

　中村特別支援学校の過大規模化対応のため、仮設教室２
教室分を賃借します。

　本年度に開設予定の２校について、改修等の整備を行いま
す。

       　２７,９３４千円

           　１０,８０８千円
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　１3　学校施設の営繕

（１）耐震補強工事費

（２）屋内運動場改修事業費

（３）トイレ改修費

（４）給食室整備費

（５）エレベータ設置費

（６）地域交流室設置推進事業費

　

（７）高等学校施設整備事業費

（８）学校施設老朽箇所改修費等

　

　１4　学校施設整備基金の積立

（１）学校施設整備基金積立金

　１5　空調設備の設置

（１）市立学校空調設備設置事業≪新規≫

　小中特別支援学校の耐震補強工事（校舎１０校）を実
施します。

　教育環境等整備のほか、老朽化した校舎全般の外壁
改修・屋上防水工事などを実施します。

５６９,１１８千円

　７９７,３０８千円

　給食室の改修を実施します。（ドライ化１校）

７,５４４,６０４千円

　２４３,０００千円

　７５６,１５０千円
　高等学校の耐震補強工事（校舎２校）を実施します。
　みなと総合高等学校・桜丘高等学校

　車椅子使用児童・生徒が在籍する学校にエレベータ
を設置します。（４校）

　１２,５００千円

　地域とともに進める学校づくりを推進するために、「地
域交流室」を設置します。（25校）

１,３０７,０００千円

　トイレの洋式化工事を実施します。（27校）
　８７５,５００千円

　昭和30～40年代にかけて建設された屋内運動場につ
いての全面的な改修工事を実施します。

４６３,０００千円
　空調設備の設置へ向けた設計等を行います。
（24年度設置予定　140校）

２５,１４６千円
　廃校となった学校跡地・施設の貸付益の1/2等を基金
に積立てます。
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